
議第１０号 

   高山市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

高山市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  令和３年３月１日提出 

高山市長  國 島  芳 明   

提案理由 

国民健康保険法施行令等の改正に伴い改正しようとする。 



   高山市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 高山市国民健康保険条例（昭和５６年高山市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額

の算定） 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額

の算定） 

第１１条 前条に規定する所得割額は、一般被

保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所

得に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第３１４条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額（同法附則第３３

条の２第５項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６

第１１項又は第１５項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、同法附則第３

３条の３第５項に規定する土地等に係る事業

所得等の金額、同法附則第３４条第４項に規

定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法

（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第

１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３

４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３

５条第１項、第３５条の２第１項又は第３６

条の規定の適用がある場合には、これらの規

定の適用により同法第３１条第１項に規定す

る長期譲渡所得の金額から控除する金額を控

除した金額）、地方税法附則第３５条第５項

に規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措

置法第３３条の４第１項若しくは第２項、第

３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項又は第３６条

の規定の適用がある場合には、これらの規定

の適用により同法第３２条第１項に規定する

短期譲渡所得の金額から控除する金額を控除

第１１条 前条に規定する所得割額は、一般被

保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所

得に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第３１４条の２第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額（同法附則第３３

条の２第５項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６

第１１項又は第１５項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、同法附則第３

３条の３第５項に規定する土地等に係る事業

所得等の金額、同法附則第３４条第４項に規

定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法

（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第

１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３

４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３

５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条

の３第１項又は第３６条の規定の適用がある

場合には、これらの規定の適用により同法第

３１条第１項に規定する長期譲渡所得の金額

から控除する金額を控除した金額）、地方税

法附則第３５条第５項に規定する短期譲渡所

得の金額（租税特別措置法第３３条の４第１

項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４

条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５

条第１項又は第３６条の規定の適用がある場

合には、これらの規定の適用により同法第３

２条第１項に規定する短期譲渡所得の金額か



した金額）、地方税法附則第３５条の２第５

項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の

金額（同法附則第３５条の３第１５項の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額）

、同法附則第３５条の２の２第５項に規定す

る上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法

附則第３５条の２の６第１５項又は第３５条

の３第１３項若しくは第１５項の規定の適用

がある場合には、その適用後の金額）、同法

附則第３５条の４第４項に規定する先物取引

に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の

４の２第７項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）、外国居住者等の所得に

対する相互主義による所得税等の非課税等に

関する法律（昭和３７年法律第１４４号。第

１８条において「外国居住者等所得相互免除

法」という。）第８条第２項（同法第１２条

第５項及び第１６条第２項において準用する

場合を含む。第１８条第１項第１号において

同じ。）に規定する特例適用利子等の額、同

法第８条第４項（同法第１２条第６項及び第

１６条第３項において準用する場合を含む。

同号において同じ。）に規定する特例適用配

当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法

、法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和４４年法律第４６号。第１８条にお

いて「租税条約等実施特例法」という。）第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用利

子等の額及び同条第１２項に規定する条約適

用配当等の額をいう。以下この条において同

じ。）の合計額から地方税法第３１４条の２

第２項の規定による額を控除した後の総所得

金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額の合計額（以下「

ら控除する金額を控除した金額）、地方税法

附則第３５条の２第５項に規定する一般株式

等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５

条の３第１５項の規定の適用がある場合には

、その適用後の金額）、同法附則第３５条の

２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲

渡所得等の金額（同法附則第３５条の２の６

第１５項又は第３５条の３第１３項若しくは

第１５項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、同法附則第３５条の４第４

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額

（同法附則第３５条の４の２第７項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

外国居住者等の所得に対する相互主義による

所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７

年法律第１４４号。第１８条において「外国

居住者等所得相互免除法」という。）第８条

第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第

２項において準用する場合を含む。第１８条

第１項第１号において同じ。）に規定する特

例適用利子等の額、同法第８条第４項（同法

第１２条第６項及び第１６条第３項において

準用する場合を含む。同号において同じ。）

に規定する特例適用配当等の額、租税条約等

の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税

法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第

４６号。第１８条において「租税条約等実施

特例法」という。）第３条の２の２第１０項

に規定する条約適用利子等の額及び同条第１

２項に規定する条約適用配当等の額をいう。

以下この条において同じ。）の合計額から地

方税法第３１４条の２第２項の規定による額

を控除した後の総所得金額及び山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得の



基礎控除後の総所得金額等」という。）に第

１３条第１項第１号の保険料率を乗じて算定

する。 

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金

額等」という。）に第１３条第１項第１号の

保険料率を乗じて算定する。 

２ （略） ２ （略） 

  

附 則 附 則 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保

険者等に係る傷病手当金） 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保

険者等に係る傷病手当金） 

１１ 給与等（所得税法第２８条第１項に規定

する給与等をいい、賞与（健康保険法第３条

第６項に規定する賞与をいう。）を除く。以

下同じ。）の支払を受けている被保険者が療

養のため労務に服することができないとき（

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成

２４年法律第３１号）附則第１条の２に規定

する新型コロナウイルス感染症（以下「新型

コロナウイルス感染症」という。）に感染し

たとき又は発熱等の症状があり新型コロナウ

イルス感染症の感染が疑われるときに限る。

）は、その労務に服することができなくなつ

た日から起算して３日を経過した日から労務

に服することができない期間のうち労務に就

くことを予定していた日について、傷病手当

金を支給する。 

１１ 給与等（所得税法第２８条第１項に規定

する給与等をいい、賞与（健康保険法第３条

第６項に規定する賞与をいう。）を除く。以

下同じ。）の支払を受けている被保険者が療

養のため労務に服することができないとき（

新型コロナウイルス感染症（病原体がベータ

コロナウイルス属のコロナウイルス（令和２

年１月に、中華人民共和国から世界保健機関

に対して、人に伝染する能力を有することが

新たに報告されたものに限る。）である感染

症をいう。以下同じ。）に感染したとき又は

発熱等の症状があり新型コロナウイルス感染

症の感染が疑われるときに限る。）は、その

労務に服することができなくなつた日から起

算して３日を経過した日から労務に服するこ

とができない期間のうち労務に就くことを予

定していた日について、傷病手当金を支給す

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の高山市国民健康保険条例第１１条の規定は、令和３年度以後の年度分

の保険料について適用し、令和２年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 


